
報道の自由と取材の自由——「十分尊重に値する」は何を言って

いるのか

ゼロから司法試験 復習ノート　/　ゼロから憲法#38　/　動画: https://youtu.be/oC3SDDiXXeQ

第3章 人権各論 ㊳／動画の内容を見返し

用にまとめたものです（動画には含みませ

ん）。

1

事実を伝えることは「表現」か——入

らないように見える理由

論文の骨格

まず、条文を、もう一度、確認しましょう。

条文 日本国憲法 21条1項

日本国憲法 第二十一条一項

集会、結社及び言論、出版その他一切の表現

の自由は、これを保障する。

今日は、また、別の角度から読みます。表現

の自由は、本来、何を指す言葉でしょうか。

正確には、特定の思想を表明する自由を指し

ます。自分の考えや評価を、外に向けて示す

自由、ということです。ここで、素朴な違和

感を、立ててみましょう。「今日は雨です」と

いう、事実を伝えることと、「この政策はおか

しい」という意見は、同じ強さで守られるべ

きでしょうか。そこに、飛躍があります。新

聞やテレビが伝える報道の多くは、記者個人

の意見ではなく、事実そのものです。だとす

れば、事実を知らせる報道の自由は、表現の

自由には、含まれないとも思えてきます。

ここに、埋めなければならない飛躍がありま

す。「思想の表明の自由」という理解のままだ

と、事実の報道は、二十一条の外に、はみ出

してしまうんです。次に、この飛躍を埋める

理由を、見ていきましょう。

2

反論を破る二つの理由——編集という

知的作業と、知る権利への奉仕

論文の骨格



図：自前設例

市議会2時間の質疑を放送局Xと放送局Yが

それぞれ20秒だけ切り取って報じる対比

編集という知的作業の中身

この飛躍を埋める理由が、二つあります。順

番に見ていきましょう。一つ目です。報道に

は、実は編集という、知的な作業が入ってい

ます。具体的な場面で、考えてみましょう。

ある市議会で、議員が、二時間にわたって、

ある廃棄物処理施設の建設計画について、質

疑に応じたとします。この二時間を、放送局X

が、報じました。Xが選んだのは、その中の、

たった二十秒——議員が、質問に、言葉に詰

まった場面でした。一方、放送局Yも、同じ二

時間から、報じました。Yが選んだのは、まっ

たく別の二十秒——議員が、同じ質問に、的

確に反論した場面でした。

詰まった場面だけを見た視聴者は、この議員

を、頼りない人物だと感じるかもしれませ

ん。的確に反論した場面だけを見た視聴者

は、この議員を、有能な人物だと感じるかも

しれません。何を選び、どの順に並べ、どこ

を切るか。この判断そのものが、単なる録画

の垂れ流しとは、違います。これが、編集と

いう知的な作業です。報道も、思想の表明と

同じように、送り手の知的な判断が現れてい

る営みだ、と言えます。二つ目の理由です。

これは、前回作った道具を、そのまま使いま

す。報道の自由は、国民が知る権利を実際に

使える状態を、支えています。前回、受け取

る自由——知る権利を、二十一条に読み込み

ました。でも、その知る権利、報道機関が事

実を伝えてくれなければ、絵に描いた餅に、

なってしまいます。

報道の自由を守ることは、国民の知る権利

を、現実のものにするための前提条件でもあ

るんです。この二つの理由から、最高裁も判

断を下しています。判旨を見てみましょう。

判例 最大決昭和44年11月26日（大法廷）

博多駅テレビフィルム提出命令事件——報道

の自由の保障 「報道機関の報道は、民主主

義社会において、国民が国政に関与するにつ

き、重要な判断の資料を提供し、国民の『知

る権利』に奉仕するものである。したがつ

て、思想の表明の自由とならんで、事実の報

道の自由は、表現の自由を規定した憲法二一

条の保障のもとにあることはいうまでもな

い。」

そして、続きの一文が重要です。「事実の報道

の自由は、憲法二十一条の保障のもとにあ

る」。ここ、「保障のもとにある」と、はっき

り言い切っています。報道の自由について

は、この言い切りを、まず押さえてくださ

い。この言い切りが、次の話で、大きな意味

を持ってきます。



3

「十分尊重に値する」——言葉の落差

を読む

論文の骨格

図：報道の自由

21条の保障のもとにある

取材の自由=21条の精神に照らし十分尊重

に値する、という動詞の強さの対比＋人権

そのものではないというニュアンスとその

帰結

では、報道の前提になっている行為に、目を

移しましょう。事実を伝えるには、まず事実

を、集めなければなりません。取材とは、そ

の、情報を集める行為です。取材の自由は、

報道と同じ強さで、守られているんでしょう

か。ここで、もう一度、同じ判例の別の一文

を、見てみましょう。

判例 最大決昭和44年11月26日（大法廷）

博多駅テレビフィルム提出命令事件——取材

の自由の温度 「このような報道機関の報道

が正しい内容をもつためには、報道の自由と

ともに、報道のための取材の自由も、憲法二

一条の精神に照らし、十分尊重に値いするも

のといわなければならない。」

ここが、今日いちばん大事な場所です。報道

の自由には、「保障のもとにある」と、言い切

りました。取材の自由には、「憲法二十一条の

精神に照らし」「十分尊重に値する」。並べ

て、見てみましょう。報道の自由は、「二十一

条の保障のもとにある」。取材の自由は、「二

十一条の精神に照らし、十分尊重に値する」。

最高裁は、わざわざ、二つの自由に違う言葉

を選びました。しかも、同じ判決文の中で、

隣り合う場面で、です。選び分けている以

上、扱いも分けているはずです。「保障する」

は、権利そのものとして扱う言葉です。「尊重

に値する」は、程度の問題として、配慮を求

める言葉です。

この判示からは、取材の自由は、人権そのも

のではない、というニュアンスを読み取るこ

とができます。でも、指摘して終わりにして

は、いけません。この違いが、だから、何を

変えるのか、まで考えましょう。人権そのも

のとして扱われないなら、その自由を制約す

ることを、正当化するハードルが下がりま

す。人権そのものなら、制約するには、よほ

ど重要な理由と、必要最小限の手段が求めら

れます。でも、「尊重に値する」程度の扱いな

ら、もう少し緩やかな理由でも、制約が正当



化されやすくなります。たとえば、ある役所

が、特定の新聞社だけを、記者会見から締め

出したとします。

これは、取材の段階を狙った制約です。一

方、すでに集め終わった内容について、公表

するな、と国が止めるなら、それは報道の段

階を狙った制約です。後者は、「保障のもとに

ある」と言い切られた自由への制約です。で

も前者は、「十分尊重に値する」にとどめられ

た自由への制約になります。だから、どちら

の段階を狙った制約なのかで、主張できる、

審査の強さが変わってくる可能性がありま

す。ただ、今日見る判例は、その目盛りを先

に立てません。その場で、天秤にかける形を

とります。そこも含めて、このあと見ていき

ます。この落差を自分の言葉で、指摘できる

かどうか。それが、今日の最初の山場です。

4

判例と通説が割れる場所——答案での

書き方

論文の骨格

図：判例

取材の自由は21条の精神に照らし十分尊重

に値するにとどまる

通説=取材は報道の不可欠の前提だから21

条1項の一環として保障、という対立表＋

答案での両建て指針

この、判例の控えめな言い方に対して、学説

は、違う立場を取っています。通説は、こう

考えます。取材は、報道にとって不可欠の前

提です。取材ができなければ、報道そのもの

が成り立ちません。同じ発想です。だから通

説は、取材の自由も、報道の自由の一環とし

て、二十一条一項によって、保障されると解

します。ここで、答案を書くうえでの実務的な

指針を、お話しします。通説で書くほうが、

実は書きやすいんです。「保障される」とはっ

きり書ければ、そのあとの審査の型に素直に

乗せられます。一方で、判例の言い回しを知

らないままだと、困る場面があります。

設問文が、「十分尊重に値する」という言い回

しを、そのまま引用してきたときです。判例

の言葉を知らなければ、なぜこの言い回しが

使われているのか、対応できません。通説で

書き方の型は覚えつつ、判例があえて弱い言

葉を選んでいることも、忘れないでくださ

い。両建てで押さえる。これが、この場所の

答案戦略です。



⭐  論文で書く規範：論証——報道の自由

と取材の自由 21条1項が守る「表現」と

は、本来は自分の考えを世に示すことを指

す。報道が運ぶのは事実であって書き手の

思想ではないから、報道はここに入らない

ようにも見える。しかし、①何を選び、ど

う並べ、どこを切るかという編集の判断が

必ず働いており、そこには送り手の知的な

作業がある。②報道が無ければ、国民は知

る権利を現実に使えない。そこで、報道の

自由も21条1項によって保障されると解す

る。もっとも、その前提である取材の自由

について、判例は「憲法21条の精神に照

らし、十分尊重に値いする」と述べるにと

どめ、報道の自由に用いた「保障のもとに

ある」という言葉を避けた＝人権そのもの

ではないというニュアンスが読み取れる。

これに対し通説は、取材なしに報道は成り

立たない以上、取材の自由も報道と一体の

ものとして21条1項の保障が及ぶとする。

（規範（判例と通説が割れる／判例＝最大

決昭44・11・26））

5

どちらでも無制約ではない——制約の

枠組みへ

短答・論文共通

ここで、以前作った道具を、もう一度使いま

す。人権として保障される、と分かったとこ

ろで、話が終わるわけではない。保障の有

無、制約の有無、そして制約の正当性。この

三段階の型でしたね。取材の自由も、まった

く同じです。判例のように「十分尊重に値す

る」と解くにせよ、通説のように「報道の自

由の一環として保障される」と解くにせよ、

どちらの立場を取っても、取材の自由は無制

約ではありえません。制約は、どこまで許さ

れるのか、という同じ問いです。ここから、

三つの重要な判例を見ていきます。博多駅事

件、TBS事件、そして西山記者事件です。

一つずつ、丁寧に見ていきましょう。



6

博多駅事件の比較衡量——天秤に、何

を乗せたか

論文の骨格

比較衡量の天秤の図＋一面=刑事裁判の必

要性

他面=報道機関の不利益＋以前の回で作っ

た比較衡量論の構造的偏り批判の受け

まず、博多駅テレビフィルム提出命令事件から

見ていきます。どんな事件かというと、機動

隊と学生の衝突がありました。そのとき、テ

レビ局が撮影していた映像フィルムを、裁判

所が、提出するよう命じた、という事件で

す。この提出命令が、取材の自由を侵害しな

いかが争われました。最高裁は、こう枠組み

を立てました。「公正な裁判の実現」というよ

うな憲法上の要請があるときは、取材の自由

も、ある程度の制約を受けることは、否定で

きない。そのうえで、制約が許されるかどう

かは、比較衡量、つまり天秤にかけて決め

る、としました。

一つの皿には、刑事裁判の側の必要性——事

件の性質や重さ、証拠としての価値、公正な

刑事裁判を実現するための、必要性の有無で

す。もう一つの皿には、報道機関の側が被る

不利益——取材の自由が妨げられる程度、報

道の自由への影響、そして、その他、諸般の

事情です。ここで、以前の回を、思い出して

ほしいんです。以前、「公共の福祉」を扱った

回で、比較衡量論そのものを批判しました

ね。そして、この博多駅の枠組みも、まさ

に、その形をしています。一面は、国家——

公正な刑事裁判の実現。他面は、報道機関と

いう私人的な団体の不利益。

だからこそ、最高裁が、実際に何を、どちら

の皿に乗せて、どう評価したのか、一つずつ

点検する必要があります。この判例を、判旨

をそのまま覚えて、終わりにしてはいけませ

ん。



判例 最大決昭和44年11月26日（大法廷）

博多駅テレビフィルム提出命令事件——比較

衡量の枠組み 「このような場合において

も、一面において、審判の対象とされている

犯罪の性質、態様、軽重および取材したもの

の証拠としての価値、ひいては、公正な刑事

裁判を実現するにあたつての必要性の有無を

考慮するとともに、他面において、取材した

ものを証拠として提出させられることによつ

て報道機関の取材の自由が妨げられる程度お

よびこれが報道の自由に及ぼす影響の度合そ

の他諸般の事情を比較衡量して決せられるべ

きであり、……」

では、実際の事件で、何がそれぞれの皿に乗

せられたのか。ここで、一度、皆さんに考え

てほしいことがあります。この事件、フィル

ムの提出が命じられて、合憲、という結論に

なりました。天秤が、刑事裁判の必要性の側

に、傾いたということです。では、報道機関

の不利益の皿には、最高裁は、軽く乗せたと

思いますか、重く乗せたと思いますか？報道

の自由そのものが傷つく、という見方は、自

然な直感です。実際は、どうだったか。四つ

の要素を、一つずつ見ていきましょう。一つ

目です。事件の対象は、機動隊員らの、公務

員職権乱用罪、特別公務員暴行陵虐罪の成否

でした。

もう一つは、裁判・検察・警察の仕事をする

人などが、職務のうえで、被告人や被疑者な

どに、暴行を加えたり、ひどい扱いをしたと

きの罪です。どちらも、かなり重い犯罪で

す。刑事裁判の必要性の皿を、重くする要素

です。二つ目です。事件発生から、二年近く

が経ち、被疑者・被害者の特定すら、難しい

状態でした。第三者の新しい証言も、もう期

待できません。だからこそ、現場を中立的な

立場から撮影した、このフィルムが証拠とし

てきわめて重要であり、罪責の有無を判定す

るうえでほとんど必須、とされました。ここ

までの二つが、刑事裁判の必要性の皿を、重

くしました。問題は、ここからです。三つ目

——報道機関の不利益の皿です。

判例 最大決昭和44年11月26日（大法廷）

博多駅テレビフィルム提出命令事件——不利

益の評価 「本件フイルムは、すでに放映さ

れたものを含む放映のために準備されたもの

であり、それが証拠として使用されることに

よつて報道機関が蒙る不利益は、報道の自由

そのものではなく、将来の取材の自由が妨げ

られるおそれがあるというにとどまるものと

解されるのであつて、……」

ここが、最高裁が不利益の皿を、軽くした、

いちばんのポイントです。「報道の自由そのも

の」ではなく、「将来の取材の自由が妨げられ

るおそれ」。この言い方、一段抽象化してい

て、しかも将来形にしています。ここを疑え

るかどうかが、理解の分かれ目です。本当に

それだけの不利益なのか——ここは疑ってよ

い所です。たとえば、当時、撮影に協力して

くれた、取材対象者との、信頼関係はどうな

るんでしょうか。一度、映像を国に出させら

れたという事実は、今後、報道機関が、取材

対象者から信頼して、撮影に応じてもらえる

かどうかにも、関わってくるはずです。

でも、最高裁は、この不利益を、「将来の取材

の自由が妨げられる、おそれ」という軽い言

い方に、とどめました。これが、比較衡量論

の構造的な偏りが、実際に現れた場面だ、と

見ることができます。そして、四つ目です。提

出命令を出した福岡地方裁判所は、フィルム

を一度、押収したあとも、時機に応じた仮還

付などの措置で、報道機関のフィルム使用

に、支障をきたさないよう配慮する、と表明

していました。これも、不利益をさらに軽く

する、付随事情でした。四つの要素を、まと

めます。事件の重さと証拠としての必須性

が、刑事裁判の必要性の皿を、重くしまし

た。一方、不利益は「将来のおそれ」にとど

められ、裁判所の配慮の表明も加わって、報

道機関側の皿は、軽く扱われました。



この非対称な扱いこそ、「比較衡量論には構造

的な偏りがある」という批判の、具体例で

す。なお、この事件、実は通常の刑事裁判で

はありません。付審判請求事件という、手続

でした。検察官が不起訴にした事件につい

て、裁判所に、審判を求める特別な手続で

す。この提出命令の名宛人は、テレビ放送会

社、四社でした。この事案の背景も、押さえ

ておいてください。この提出命令の根拠にな

っているのが、刑事訴訟法の条文です。

条文 刑事訴訟法 99条3項

刑事訴訟法 第九十九条第三項

裁判所は、差し押えるべき物を指定し、所有

者、所持者又は保管者にその物の提出を命ず

ることができる。

裁判所が直接、物を差し押さえるのではな

く、提出するよう命じる、という形の権限で

す。この条文の力を、どこまで使ってよい

か。それを絞ったのが、今見た、比較衡量の

枠組みだった、ということです。

7

TBSビデオテープ差押事件——「裁

判」から「捜査」へ広がるとき

短答・論文共通

図：博多駅事件

裁判所による提出命令

公正な裁判の実現からTBS事件=捜査機関

による差押え

適正迅速な捜査の遂行への拡張の矢印図＋

37条1項の公平な裁判所との違い

博多駅事件と同じ枠組みのまま、要請の側

を、捜査にまで広げた判例があります。TBS

ビデオテープ差押事件です。今度は、警察官

が、報道機関の取材ビデオテープを、差し押

さえた事件です。事案を確認しましょう。暴

力団の組長が、組員らと共謀して、債権を取

り立てるため、暴力団の事務所で、被害者に

一か月ほどのけがを負わせました。さらに、

被害者の家の前で、団体の威力を示して共同

で脅し、事務所でも、団体の威力を示して脅

迫した、という事件です。傷害、そして暴力

行為等処罰法違反の被疑事件の捜査として、

警視庁が、TBSの本社にある取材ビデオテー

プを、差し押さえました。

そこが、博多駅事件との大きな違いです。博

多駅事件は、裁判所による提出命令でした。

今回は、捜査機関による差押えです。制約を



正当化する、要請の側です。博多駅事件は、

「公正な裁判の実現」という要請でした。

TBS事件では最高裁は、「公正な刑事裁判を実

現するために不可欠である、適正迅速な捜査

の遂行」という要請がある場合にも、取材の

自由は制約を受ける、としました。一点、正

確に押さえておきましょう。この広げ方を最

初に示したのは、この決定ではありません。

前年の別の決定——日本テレビ事件です。

この決定は、その先例を参照したうえで、同

じ枠組みを使っています。ただ、司法試験で

問われるのは、こちらの事件です。ここから

先は、この事件で見ていきます。なぜ、そこ

まで広げられるのか。証拠は、裁判が始まる

前の、捜査の段階で集まります。そこで集ま

らなければ、公正な裁判にたどり着けない

——だから、捜査の遂行も、裁判のための要

請に含まれる。これが、最高裁の理屈です。

比較衡量の枠組み自体は、博多駅事件と、同

じです。

判例 最決平成2年7月9日（第二小法廷）

TBSビデオテープ差押事件——事案と犯罪の

重大性 「軽視することのできない悪質な傷

害、暴力行為等処罰に関する法律違反被疑事

件」であり、取材ビデオは「事案の全容を解

明して犯罪の成否を判断する上で重要な証拠

価値を持つもの」である。

ここまでは、博多駅事件と、似た評価です。

ただ、不利益の評価は、博多駅事件よりも、

さらに軽く出ました。三つの点があります。

判旨を見てみましょう。

判例 最決平成2年7月9日（第二小法廷）

TBSビデオテープ差押事件——不利益の評価

（博多駅事件よりさらに軽く） 「本件差押

により申立人の受ける不利益は、本件ビデオ

テープの放映が不可能となって報道の機会が

奪われるというものではなかった」。「報道機

関たる申立人が右取材協力者のためその身元

を秘匿するなど擁護しなければならない利益

は、ほとんど存在しない」。「そのような取材

を報道のための取材の自由の一態様として保

護しなければならない必要性は疑わしいとい

わざるを得ない」。

一つ目です。このビデオは、すでに放映用の

編集を終え、放映も済ませていました。だか

ら、差押えによって放映が不可能になった、

という不利益では、なかったんです。二つ目

です。撮影は、暴力団組員の協力を得て、行

われました。しかも、その取材協力者自身

が、放映を了承していたんです。だから、取

材対象者の身元を秘匿しなければならない利

益は、ほとんど存在しない、とされました。

三つ目です。複数の組員による暴行を、現認

しながら、撮影を続けていました。最高裁

は、そのような取材を、取材の自由の一態様

として、保護しなければならない必要性は、

疑わしい、としました。

この三つの理由で、不利益の皿は、博多駅事

件よりも、さらに軽く扱われ、結論は、合憲

でした。ただ、この事件には、もう一つ、大

事な事実があります。この決定は、三対一

の、僅差でした。裁判官奥野久之さんの反対

意見が、付いています。反対意見の中身まで

は、深追いしませんが、全員が同じ結論だっ

たわけではない、という事実は、押さえてお

いてください。さて、ここで、学説からの批

判を、見ておきましょう。二点あります。一

つ目です。博多駅事件が言う「公正な裁判の

実現」は、憲法の明文——三十七条一項が、

掲げる要請です。一方、TBS事件が言う「適

正迅速な捜査」は、直接には、憲法の明文が

掲げる要請では、ありません。



ここで、三十七条一項を、確認しておきまし

ょう。

条文 日本国憲法 37条1項

日本国憲法 第三十七条第一項

すべて刑事事件においては、被告人は、公平

な裁判所の迅速な公開裁判を受ける権利を有

する。

ここは、大事な区別です。判例が使う「公正

な裁判の実現」という言葉は、三十七条一項

が体現する、憲法上の要請を、裁判所が、要

約した言い回しであって、条文そのものの、

逐語では、ありません。ここを混同すると、

法的に誤りになります。「公正な裁判」という

言葉を見たら、それは判例の要約であって、

三十七条一項の文言そのものではない、と、

区別してください。さて、批判の二つ目で

す。裁判所は、事件と利害関係のない、公平

な第三者機関です。一方、捜査機関は、事件

を追及する側——つまり当事者であって、同

じ意味での、第三者機関では、ありません。

この二つの理由から、要請の拡張を、無批判

に認めることには、疑問が呈されています。

安易に、この拡張を認めてしまうと、報道機

関のカメラが、捜査機関の「目」の代わりの

ように、扱われかねない、という懸念です。

これは、一人の個人的な感想ではなく、学説

上、一般に指摘されている懸念です。博多駅

事件からTBS事件への、この一歩を無条件で

受け入れず、どこに危うさがあるのかを、押

さえておいてください。

8

外務省秘密漏えい事件——通称、西山

記者事件で問われた取材の「手段」

論文の骨格

図：前2件

取材の成果を国家に出させてよいかの問題

西山記者事件=取材の手段そのものが犯罪

になるかという問題、争点の位置の違い

最後に、もう一つ、性質の違う判例を見ま

す。外務省秘密漏えい事件、通称、西山記者

事件です。西山記者事件は、テレビ局ではな

く、新聞記者の事件です。先に、大事な違い

を、押さえましょう。博多駅事件も、TBS事

件も、「取材の成果——フィルムや、テープ

を、国家に出させてよいか」という、問題で

した。でも、西山記者事件は、違います。こ

れは、「取材の手段そのものが、犯罪になる

か」という、まったく、争点の位置が違う問

題です。事案を見てみましょう。被告人は、

新聞社の政治部の記者で、外務省を担当して

いました。外務省の事務官だった女性と、ホ

テルで、肉体関係を持ちました。その直後、

「取材に困っている、助けると思って、安川



審議官のところに来る書類を、見せてくれ」

と依頼して懇願し、いったん、受け入れさせ

ました。

さらに、外務大臣と、駐日アメリカ大使が、

沖縄返還協定に関する、請求権問題で会談す

ることを知り、その関係書類を、持ち出すよ

う申し向けました。以後、十数回にわたっ

て、秘密文書を、持ち出させています。沖縄

返還協定が締結されると、取材の必要がなく

なり、被告人は、態度を急変させて、関係を

消滅させました。さらに、この文書の写し

は、国会議員にも、交付されていた、と認定

されています。この一連の行為で、被告人

は、国家公務員法の、秘密漏示そそのかし罪

で、起訴されました。公務員に、秘密を漏ら

す決意を新たに生じさせるような、働きかけ

を、すること、という意味です。

役所が秘密だと言えば何でも秘密になる、と

はなりません。最高裁は、ここに二つの条件

を置いています。一つ、まだ世に知られてい

ないこと。非公知であること。二つ、中身か

ら見ても、秘密として守るだけの価値が本当

にあること。しかも、その判定は、裁判所の

判断に服するとされています。ここを外す

と、秘密の範囲が、役所の言い値になってし

まいます。そのうえで、最高裁の判断が、大

事なところです。判示は、前段と後段の、二

つの部分に分かれています。まず、前段——取

材の自由への理解が、示されている部分で

す。

判例 最決昭和53年5月31日（第一小法廷）

外務省秘密漏えい事件——正当業務行為とし

ての理解 「報道機関が公務員に対し根気強

く執拗に説得ないし要請を続けることは、そ

れが真に報道の目的からでたものであり、そ

の手段・方法が法秩序全体の精神に照らし相

当なものとして社会観念上是認されるもので

ある限りは、実質的に違法性を欠き正当な業

務行為というべきである。」

ここを、落としてはいけません。「肉体関係を

持ったから有罪」という結論だけを覚える

と、この前段が、丸ごと消えてしまいます。

そそのかし罪の構成要件に当たったとして

も、違法性が阻却される——つまり罪になら

ない余地があると、最高裁は、認めているん

です。ここで、この理由づけを支える条文

を、確認しましょう。

条文 刑法 35条

刑法 第三十五条

法令又は正当な業務による行為は、罰しな

い。

「正当業務行為」という呼び方は、判例や学

説上の呼び方であって、条文そのものの、見

出しの言葉ではありません。この三十五条が

根拠となって、報道機関の、執拗な説得・要

請も、目的が真正で、手段が相当なら、適法

になりうる、という理屈です。真に報道の目

的から出たこと、そして、手段・方法が社会

観念上、是認されること。この二つを満たす

限りは、正当な業務行為として、許されま

す。では、後段——限界の部分を、見てみま

しょう。

判例 最決昭和53年5月31日（第一小法廷）

外務省秘密漏えい事件——限界と結論 「取

材の手段・方法が……取材対象者の個人とし

ての人格の尊厳を著しく蹂躙する等法秩序全

体の精神に照らし社会観念上是認することの

できない態様のものである場合にも、正当な

取材活動の範囲を逸脱し違法性を帯びるもの

といわなければならない。」

そして、あてはめです。被告人は、当初か

ら、秘密文書を入手する手段として利用する

意図で、女性と、肉体関係を持ちました。そ

して、女性が拒みがたい心理状態に陥ったこ

とに乗じて、文書を、持ち出させました。利

用の必要がなくなると、関係を消滅させてい

ます。このような一連の行為は、取材対象者



の人格の尊厳を著しく蹂躙するものであり、

正当な取材活動の範囲を逸脱している。だか

ら、違法——有罪、という結論になりまし

た。ここで、大事なのは、この判例が、「取材

のための、執拗な説得それ自体」を、一律に

違法とはしていない、ということです。目的

の真正性と、手段の相当性さえ満たせば、適

法になりうる、という枠組みを示している点

が、答案で効いてくるところです。

9

三件を1枚に並べる——どこで線が引

かれたのか

短答・論文共通

図：博多駅事件/TBS事件/西山記者事件の一覧

争われたもの・要請・枠組み・結論

前2件は同じ比較衡量を共有しつつ要請元

が違う・3件目は枠組みそのものが違う

ここで、今日見た三つの判例を、一枚に並べ

てみましょう。博多駅事件は、争われたの

は、裁判所による提出命令。要請は、公正な

裁判の実現。枠組みは、比較衡量。結論は、

合憲でした。TBS事件は、争われたのは、捜

査機関による差押え。要請は、適正迅速な捜

査の遂行。枠組みは、同じ比較衡量。結論

は、合憲、ただし三対一でした。西山記者事

件は、争われたのは、取材の手段そのもの。

枠組みは、正当業務行為の成否。結論は、違

法・有罪です。博多駅事件と、TBS事件は、

同じ比較衡量の枠組みを、共有しています。

違うのは、要請の出どころです。博多駅事件

は、裁判所による、公正な裁判の実現。TBS

事件は、捜査機関による、適正迅速な捜査の

遂行。

一方、西山記者事件は、枠組みそのものが違

いました。天秤にかけて比べる話ではなく、

取材の手段自体が、正当な業務行為の範囲内

かどうか、という話です。この一覧は、暗記

のための表ではありません。今日、それぞれ

の節で作ってきた理解が、どの欄に対応して

いるか。その、位置を示す地図です。

◆ 今日の地図（保存版）



今日の1問への回答と3判例の位置の完成版

地図

次回への橋(取材源そのものは守れるか)

では、今日のまとめです。冒頭の一問に、戻

りましょう。「事実を伝えることは、表現なの

か」。でも、編集という知的な作業。そして、

国民の知る権利への奉仕。この二つの理由

で、報道の自由も、二十一条の保障のもとに

ある、と、最高裁も認めています。判例は、

「憲法二十一条の精神に照らし、十分尊重に

値する」に、とどめました。通説は、報道の

自由の一環として、二十一条一項で保障され

ると解します。そして、いずれの立場でも、

無制約では、ありません。刑事裁判の必要性

と、報道機関の不利益とを比較衡量して、限

界が決められます。

博多駅事件は、比較衡量の原型でした。TBS

事件は、その拡張と危うさを見せてくれまし

た。西山記者事件は、取材の手段そのものの

適法性が、問われる場面でした。「将来の取材

の自由が妨げられる、おそれ」という言葉

に、どれだけの重さが、本当に込められてい

るのか。そこを疑える目を、持っておいてく

ださい。今日で、取材がどこまで守られる

か、その限界の決め方まで分かりました。で

は、その、取材の源そのものを、守れるんで

しょうか。新聞と放送で、扱いが変わるの

は、なぜなんでしょうか。楽しみにしていて

ください。


